




⑤「みえスタディ・チェック」を７月に試行し、市町教育委員会等からの意見や要望を踏まえ 10 月から

本格実施しました。今後、実施した市町教育委員会及び学校の取組状況を分析し、各学校での効果的な

活用につなげていくとともに、実施上の課題を踏まえ、来年度、実施回数や実施教科等を変更しつつ内

容の一層の充実を図る予定です。 

⑥実践推進校（100 校）に対して、非常勤講師の配置や授業改善の指導助言を行う学力向上アドバイザー

（５名）を派遣しています。また、実践推進校以外の学校からの学力向上アドバイザーの派遣の要望に

対しても、対応してきました（実践推進校への派遣：延べ 578校、実践推進校以外の学校への派遣：延

べ 81校（12月末現在））。 

⑦「第２回科学の甲子園ジュニア」三重県予選大会に、23 校 45チーム 135 名の中学生の参加がありまし

た。今後さらに大会の周知を図り、科学好きの裾野を広げ、探究心や創造性に優れた人材育成の充実に

つなげていく必要があります。 

⑧高等学校における基礎的・基本的な学力の定着・向上を図るため、指定校６校による合同研究協議会を

２回開催（５月、７月）し、各校が取り組んでいる学力向上推進策の普及を図りました。２月には、県

内高等学校を対象とした成果報告会を実施する予定です。 

⑨ＭｉｅＳＳＨ指定校（５校）が、大学等と連携した講習会やセミナー、フィールドワーク、最先端技術

の研究を行う施設・研究室等での研修、高校生が企画する小中学生向け理科教室を実施しています（松

阪高校：科学体験講座７回、桑名高校・上野高校：中学生体験講座１回、神戸高校：高校講座各１回）。

より高度な科学技術を探究しようとする科学系人材の育成を目的として、三重県高等学校科学オリンピ

ック大会を開催しました（11 月）。ＭｉｅＳＥＬＨｉ指定校（５校）と国のＳＳＨ指定校（２校）によ

る生徒研究発表会（12月）を実施するとともに、２月には、ＭｉｅＳＥＬＨｉ指定校（９校）と国のＳ

ＧＨ指定校（１校）による生徒研究発表会を実施する予定です。小中学校及び大学等と連携した先進的

な取組を共有するとともに、取組の成果を広く指定校外の学校に普及するため成果報告会を２月に実施

する予定です。 

⑩第 10 回国際地学オリンピックを目指す生徒を育成するために、三重大学での勉強会（12 月末までに７

回）を実施し、高校生 11名と中学生 14名が参加しました。今後も月１回程度継続して開催します。 

⑪ＭｉｅＳＰＨ指定校（６校）において、技能五輪全国大会へ向けた研修（四日市農芸高校）、課題研究

におけるロボット開発（伊勢工業高校）、大学と連携した高度資格取得対策講座（四日市商業高校）、学

科間が連携した活動（伊賀白鳳高校・相可高校）、商品の知的財産化に関する研究（津商業高校）に取

り組んでいます。また、職業系専門学科 11校を指定し、「専門高校生による小中学生チャレンジ講座」

を実施しています（３校実施中、７校実施済み）。２月には、職業学科を対象とした成果報告会を実施

する予定です。 

⑫企業人や大学教授等の講義、大学生や留学生を交えたディスカッションなどを行う「みえ未来人育成

塾」を実施しました（主に夏季休業中に４回実施）。県内の高校生の留学について、長期留学５名（国

費３名、県費２名）、短期留学 54名（国費 45名、県費 9名）への支援を内定しました。実践的な英

語使用環境の創出や LEGO ブロックを使用した言語活動、異年齢交流などを行う「英語キャンプ」を

実施しました（小学生 46名、中学生 37名、高校生 40名が参加）。ＳＧＨ指定校において、大学や企

業と連携し、課題設定型学習、英語ディスカッション講座や海外短期派遣等を通じて、グローバル化社

会で主体的に活躍できる人づくりを進めています。この取組の成果を広く県内の学校に普及させる必要

があります。タブレットパソコンの活用による協働学習や双方向型の授業等、創造的な学びの実践を通

じ、高等学校におけるＩＣＴを活用した新たな学びの手法を構築するため、亀山高校においてタブレッ

トパソコンの配置や無線ＬＡＮの整備等を進めました。 

 

 

 



⑬小学校における英語教育については、モデル校の教職員等を対象としたオリエンテーションを実施し、

国の英語教育を巡る動向を説明するとともに、英語指導モデルの構築に向けた取組について指導・助言

を行いました（５月に３市町で実施）。また、年３回モデル校連絡協議会（フォニックスを活用した指

導方法に関する研修（６月 27日）、レゴ社の言語学習教材「StoryStarter」の活用法に関する研修（８

月６日）、「StoryStarter」を活用した研究授業（玉城町立下外城田小学校５年生）（11 月 27 日））を実

施しました。今後、モデル校の取組状況に応じたきめ細かい指導・助言を行う必要があります。 

また、県オリジナルの小学生向け英語音声教材「Joy Joy MIEnglish（ジョイ ジョイ ミーイングリッ

シュ）」（８月作成）を県教育委員会のホームページに掲載するとともに、９月に音声教材のＣＤ及び指

導マニュアルの冊子を全公立小学校に配付しました。教材の活用推進を図るとともに、２月に活用状況

調査を実施します。 

⑭小学校１、２年生での 30 人学級（下限 25 人）、中学校１年生での 35 人学級（下限 25 人）を継続する

ことで、平成 26 年５月１日現在、小学校１年生では 90.5％、２年生では 90.0％の学級が 30 人以下と

なり、中学校１年生では 92.8％の学級が 35 人以下となりました。また、国の加配定数を活用し、引き

続き小学校２年生の 36 人以上学級を解消しました。基本的な生活習慣や確かな学力の定着・向上を図

るため、引き続き、子どもたちの実態や各学校の課題に応じた教員定数の配置に努める必要があります。 

⑮開かれた学校づくりサポーターを学校や地域に派遣し、開かれた学校づくりの推進に向けた助言を行い

ました。今後は、積極的にサポーターが活用されるよう市町教育委員会に働きかけるとともに、「開かれ

た学校づくり推進協議会」を地域別に開催し、取組の情報交換や課題の解決方策について協議を行いま

す。また、成果を上げている事例を収集し、県内に広く普及させることが必要です。 

⑯平成 25年度の学校関係者評価等をもとに、県立学校が地域の関係者とともに進める改善活動に対して支

援を進めました。（支援校：15校）改善活動が適切に実施されるよう、助言を行います。 

⑰学校関係者評価研修会を実施し、学校関係者や教職員の学校関係者評価について実践事例を通して理解

を深めました。より多くの学校関係者や教職員の理解を深め、各校の学校関係者評価の質を高めるよう、

今後も継続的に研修を実施する必要があります。 

⑱平成 26年度に、土曜日の授業を実施する（実施予定を含む）市町は 22市町です。今後、土曜日の授業

も含め、放課後や土曜日、長期休業期間を活用し、学校・家庭・地域等の連携の下で、子どもたちの教

育環境の一層の充実を図る必要があります。 

⑲地域住民の知識・技能を活用した学校支援活動により、市町における子どもの学力向上を図る取組が充

実するよう、市町教育委員会と連携して実施計画や取組内容について協議を行いました。今後は、研修

会や成果の普及等を通して、市町での学校支援活動の一層の充実を図る必要があります。 

⑳「採用前研修」については、ブレンディング（集合研修と e-Learning による研修を組み合わせて実施

する研修形態）を導入し、事前に知識を習得させ、明確な課題意識を持たせたうえで研修に参加するシ

ステムを構築しました。引き続き、実施に向けて効果的な研修プログラム等について検討を進めます。 

㉑若手教員個々の力量やニーズに応じて選択・受講できる形態をとり、授業づくりや学級づくり、生徒指

導等の基礎的な知識・スキルの向上を図りました。研修での学びが以後の教育実践につながるよう、研

修プログラム等の充実を図る必要があります。 

㉒「生徒指導実践研修」については、「いじめ問題」に関するケーススタディー等、今後の教育実践につ

ながる演習を行い、学級づくりや生徒指導の基礎的な知識・スキルの向上を図りました。研修内容が教

育実践につながるよう、継続的に学んでいく場を設定するなどの工夫が必要です。 

㉓授業づくりの基礎を学ぶ「授業実践研修」については、９月から実施している授業公開実施校（年間の

べ 260校）での研修が、受講者にとって深まりのある学びとなり、子どもたちの学力向上につながって

いくよう、授業研究において「授業での目標の提示と学習内容を振り返る活動」について検証する取組

を進めています。引き続き、効果的な研修プログラム等の充実を図ります。 

 





②地域住民等が子どもたちに体験活動等の機会を提供する「学び場」の活動を充実させるため、その

企画等を行う「まなびのコーディネーター」に対し、優良事例等の情報提供を行います。 

③小中学校図書館を効果的に活用した読書活動の推進や、人的体制のさらなる充実が図られるよう、「学力

向上のための読書活動推進事業」の成果を示しながら市町教育委員会に働きかけます。引き続き高校生

へのビブリオバトルの推進を図り、大会への参加者を増加させることにより、読書への興味・関心、意

欲の向上に努めます。 

④「みえスタディ・チェック」については、今年度の検証をもとに実施時期等も含め、市町教育委員会や

学校の意見を踏まえた改善を行うとともに、その活用が一層浸透するよう取り組みます。 

⑤全国学力・学習状況調査結果を踏まえ、課題解決のため、市町教育委員会と危機感を共有し、校長のリ

ーダーシップに基づく学校全体としての組織的な取組を推進します。また、全国学力・学習状況調査や

ワークシートの活用とともに今年度から始めた「みえスタディ・チェック」の浸透と授業改善に向けた

取組の充実を図るなど、学力向上の取組を組織的に進めていきます。 

また、小学校については、平成 26 年度に訪問した学校（257校）を除いた 120校程度を平成 27年度の早

い時期に県の指導主事等が訪問して授業改善をはじめとする学力向上に向けた指導・助言を行います。 

さらに、調査の分析結果や調査問題等を活用した授業改善のため、国の教育機関から講師を招へいした

研修会を開催します。調査結果については、保護者に積極的に公表・説明し、課題を共有することで、

学校・家庭・地域住民が一体となって子どもたちの学力向上の取組を推進します。このため、各市町教

育委員会及び各学校において、それぞれが主体的に保護者等への公表・説明を行っていくよう働きかけ

るとともに、読書習慣、生活習慣の確立につながるチェックシートの活用等、家庭での取組を市町教育

委員会、県ＰＴＡ連合会と連携して促進します。 

⑥実践推進校における今年度の取組の成果を検証し、効果的な少人数指導の普及を図るとともに、積極的

な改善を行う学校に対し、総合的な支援を行います。また、実践推進校の選定・取組については、成果

等を検証し、より効果的なものとなるよう必要な改善を図ります。 

⑦科学好きの裾野を広げ、探究心や創造性に優れた人材を育成するため、「科学の甲子園ジュニア」三重県

予選大会の周知を図り、参加校が増えるよう働きかけます。 

⑧高等学校における学力の定着に向けた各校の取組を情報共有するため、基礎的・基本的な学力の定着・

向上に向けた研究指定校における実践研究を深化し、その成果をまとめるとともに、効果的な指導のあ

り方を普及啓発していきます。 

⑨ＭｉｅＳＳＨ指定校、ＭｉｅＳＥＬＨｉ指定校、ＭｉｅＳＰＨ指定校における組織的な取組の成果をと

りまとめ、指定校以外の学校へ普及させるため、指定校の教員が発表する成果報告会等を開催します。 

⑩三重大学等と連携し、第 10回国際地学オリンピックに参加する生徒を育成するとともに、ポスター等の

配付やシンポジウムの開催により、広く中高生や県民に大会をＰＲします。 

⑪グローバル人材の育成に向けて、高校生の留学、英語キャンプ、英語インセンティブ拡大等の取組の改

善を図ります。留学については、その効果が県内の高校生に波及するよう、留学生による成果発表会を

開催します。また、ＳＧＨ指定校において、大学や企業と連携し、社会課題についての討議や課題設定

型学習、英語ディスカッション講座や海外短期派遣等を進めるとともに、得られた取組の成果を県内の

学校で共有します。高等学校におけるＩＣＴを活用した新たな学びの手法を構築するため、研究校にお

いて成果の検証を進めていきます。 

⑫子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、引き続きモデル校においてフォ

ニックスやレゴブロック等を活用した小学校における発達段階に応じた英語指導モデルの構築と普及・

啓発を行います。また、全公立小学校に配付した県オリジナルの小学生向け英語音声教材「Joy Joy 

MIEnglish」の活用を促進します。 

 

 



⑬小学校２年生以降の学級編制標準の引き下げについて、引き続き国に要望するとともに、子どもたちの

実態や各学校の課題に応じた教員定数の配置に努めます。 

⑭それぞれの地域や学校の状況に応じた開かれた学校づくりの推進を図るとともに、既存の取組の継続･

充実を図るため、「開かれた学校づくり推進協議会」を開催し、課題の解決に向けて取り組みます。 

⑮開かれた学校づくりの推進を図るため、具体的な実践事例を普及するとともに、開かれた学校づくりサ

ポーターの派遣等により、学校や地域の取組への支援を行います。また、広く県内の学校関係者に開か

れた学校づくりの成果等を発信するため、実践発表会を開催します。 

⑯各県立学校における学校関係者評価に基づく改善活動を支援します。 

⑰より多くの学校関係者や教職員が、学校関係者評価の目的や実施内容について理解を深め、各校の学校

関係者評価が効果的に実施されるよう、学校関係者評価研修会の内容の充実を図ります。 

⑱土曜日等を活用した教育活動の成果を普及するとともに、放課後や土曜日、長期休業期間を活用した教

育活動の充実を市町教育委員会と連携して進めます。 

⑲｢学校支援地域本部」などの仕組みを活用した地域による学力向上支援の成果等を県内全域に普及するた

め、学校支援の仕組みが構築されていない市町に対して、取組の推進を働きかけます。 

⑳新規採用者が教職員としての自覚と情熱をもって教職に就くことができるよう、「学校現場」を想定した

効果的・効率的な研修プログラムを構築します。 

㉑来年度より本格実施となる教職２～３年次研修（スパイラル研修Ⅰ）については、若手教員の教育実践

課題やニーズを把握し、それらを反映させた研修プログラムの構築に努めます。 

㉒若手教員の実践的指導力のさらなる向上を図るため、「授業実践研修」の充実を図ります。 

㉓授業改善に向けた校内研修の活性化が図られるよう、「授業研究担当者育成研修」をより実践的な研修プ

ログラムに改善するとともに、引き続き、校内研修担当者を対象とした研修を各地域で実施し、県内の

学校に研修成果を普及します。 

㉔学校・学級づくりのための中核的な人材を養成するため、受講者の企画立案力や実行力がより向上する

よう、研修プログラムの改善を図ります。 

㉕平成26年度の生徒指導実践研修の実施状況を検証し、より実践的な研修プログラムに改善するとともに、

若手教員の抱える生徒指導上の課題に対して支援するシステムを構築します。 

㉖今年度に引き続き９つの教科別プロジェクトチームを設置し、ワークシートの質及び量の一層の充実を

図ります。また、ワークシートの活用状況調査の結果を踏まえ、市町教育委員会と連携して、活用促進

を図ります。 

㉗「英語教育推進リーダー中央研修」（文部科学省）に伴う、すべての小学校教員、中学校及び県立学校の

英語教員を対象とした新たな悉皆研修を計画的に実施します。 

㉘アンケート結果や市町教育研究所等との密接な連携により、さまざまな教育活動の中で子どもたちの「課

題解決力」や「コミュニケーション力」を育成できるよう、研修内容の一層の充実に努めます。 

㉙子どもの貧困対策をはじめ、不登校やいじめなどの問題行動に対応するため、国の「スクールカウンセ

ラー等活用事業」を活用することで、本県の学校教育相談体制の充実を図り、スクールカウンセラーの

充実、とりわけ、小学校への配置を拡充するとともに、中学校区単位での配置時間数の調整など、より

効果的な運用を図る必要があります。また、市町教育委員会及び各学校と連携して、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門職員がそれぞれの専門性を生かし、連携してチームで対

応する体制をさらに充実していく必要があります。 

㉚不登校やいじめ等の問題行動の未然防止に向けて、児童生徒の実態把握を基盤としたＰＤＣＡサイクル

による集団づくりの取組を継続していく必要があります。不登校やいじめ等の問題行動への未然防止、

早期対応を図るため、小学校段階からスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用を促

進するため、教職員の研修を充実させる必要があります。 

 





⑥（一部新）「志」と「匠」の育成推進事業 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

  当初予算額：(26) １５，４０５千円 → (27) １２，９７８千円 

事業概要：高等学校における理数教育、英語教育、職業教育の充実を図るため、指定校において、大学・

企業と連携した各種セミナーの開催や三重県高等学校科学オリンピック大会の開催、コミュニ

ケーションを重視した英語教育に関する指導方法の工夫改善、高度な技術習得や資格取得に向

けた指導法の開発、国際科学オリンピックを目指す生徒の支援等に取り組むとともに、それら

の成果をとりまとめ、他の高等学校にも普及します。 

 

⑦小学校における英語コミュニケーション力向上事業 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） １０，４１４千円 → （27） ９，８９９千円 

事業概要：子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、引き続きモデル校に

おいてフォニックスやレゴブロック等を活用した小学校における発達段階に応じた英語指導モ

デルの構築と普及・啓発を行います。 

 

⑧高校生グローバル教育推進事業 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ４９，７２９千円 → （27） ３０，１１８千円 

事業概要：グローバル化が急速に進展する中、高校生が日本人･三重県人としてのアイデンティティーを

持ちながら、グローバルな視野に立って自らの考えや意見を適切に伝えるとともに、異なる文

化・伝統に立脚する人々と共生できる能力・態度を身につけられるよう、若者のネットワークの

構築、留学の促進、英語キャンプの開催、ＩＣＴを活用した双方向授業の研究等を進めます  

  

⑨少人数教育推進事業  

（第 10款 教育費  第２項 小学校費 １教職員費） 

（第 10款 教育費  第３項 中学校費 １教職員費） 

当初予算額：（26）１，３１３，９８５千円 → （27）１，３１９，２８５千円 

事業概要：国の制度による小学校１年生の 35 人学級編制のもと、本県独自の取組である小学校１、２

年生での 30 人学級（下限 25人）及び中学校１年生での 35人学級（下限 25人、実情に応じて

２年生あるいは３年生に弾力的に振替可）を継続するとともに、国の定数を活用し、引き続き

小学校２年生の 36人以上学級の解消を図ります。 

また、小中学校において、ティーム・ティーチングや習熟度別など学力向上に向けた少人数

授業などを実施するための教員配置（小学校：定数 40人、非常勤 185人、中学校：定数 12人、

非常勤 50 人）を継続し、各学校の実情に応じた学力向上の取組を支援するなど、きめ細かな

教育を推進します。 

 

⑩グローバル教育教職員研修推進事業 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ５ 総合教育センター費） 

当初予算額：（26） ５，０２３千円 → （27） ２，９６７千円 

事業概要：小学校における英語教育の中核となる教員及び中・高等学校の英語教員について、英語教育

推進リーダー中央研修の内容の確実な普及を期すとともに、「グローバル三重教育プラン」に

基づく英語指導力、児童生徒の課題解決力、コミュニケーション力を育成する指導を行うため

の教職員の実践的指導力にかかる研修を実施します。 



 

⑪（一部新）地域と協働する学校運営支援事業 

（第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ２事務局費） 

当初予算額：(26) ８，１１０千円 →  (27) ６，７９９千円 

事業概要：公立学校において､保護者や地域住民等の学校運営や教育活動への参画を進めるため、「開か

れた学校づくり推進協議会」における協議の充実を図るなど、各市町におけるコミュニティ・

スクール等の導入を支援します。また､学校関係者評価の質を高めるため、学校関係者評価研

修会を実施するとともに、県立学校における学校関係者評価の実施義務化に伴う支援を行いま

す。 

 

⑫土曜日等の教育活動推進事業 

（第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

予算額：（26） ４，２１１千円 →  （27） ４，０５７千円 

事業概要：学校における土曜授業の充実を図るため、効果的なカリキュラムの開発、外部人材等の活用

を支援するとともに、その成果の普及を図ります。また、土曜日等に、大学生や教員経験者、

地域住民等がその知識・技能を活用して教育支援を行うことにより、地域における学習やスポ

ーツ、体験活動などの様々な活動を実施します。 

 

⑬地域による学力向上支援事業 

（第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） １３，０２９千円 →  （27） ９，０６９千円 

事業概要：大学生や教員経験者等地域住民の知識・技能を活用して子どもの学力向上を図る市町の取組

を支援し、地域住民等による学校を支援する体制づくりを推進します。また、学校と地域住民

等をつなぐコーディネーター等への研修、事業成果の共有と普及を図るための成果報告会等を

行います。 

 

⑭教職員の授業力向上推進事業 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ３ 教職員人事費） 

当初予算額：（26） １６，１３８千円 → （27） １２，１０４千円 

事業概要：教職員個々の専門性やスキルを向上させるとともに、経験年数の異なる教職員が相互に

学び合う継続的な授業研究を実施し、教職員の授業力の向上を図ります。また、授業研究を

中心とした校内研修の活性化など学校の組織力向上に向け、中核的な人材の育成に取り組み

ます。さらに、若手教員個々の教育課題に応じた複数年にわたる学びの機会を設定すること

で、実践的指導力の向上を図ります。 

 

⑮フューチャー・カリキュラム実践研究事業 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ３，３０６千円 → （27） ２，１００千円 

事業概要：小中学校の教科別のプロジェクトチームを設置し、学習指導要領の趣旨及び内容を踏まえた

教科の領域別のワークシートの作成・拡充とともに県内すべての小中学校におけるワークシー

トの活用の促進を図り、教職員の授業力向上および児童生徒の学力の向上を図ります。 

 

 

 

 



⑯学びの環境づくり支援事業 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ２５，７２４千円 → （27） ２５，７２４千円 

事業概要：暴力行為やいじめ、不登校などの課題がある 15 中学校区（小学校 44 校、中学校 15 校）に

おいて、子どもの学びを保障するための環境づくりを推進していくため、中学校区を単位とし

てスクールカウンセラーを配置し、連携・継続した教育相談体制の充実・活性化を図ります。 

 

⑰すべての子どもが輝く学校づくり支援事業 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ５，４１５千円 → （27） ２，５１１千円 

事業概要：子どもたちが自らつながり合い、問題を解決していく力を育成するため、児童生徒の実態把

握をもとに課題を洗い出し、実態に応じた対策、その効果分析などのＰＤＣＡサイクルを実施

し、集団づくりに取り組む組織体制を構築することにより、安全・安心な学校づくりを進めま

す。 

 

⑱学びを保障するネットワークづくり事業 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

  当初予算額：(26) １０，４２５千円 → (27) ６，９３４千円 

事業概要：教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情や学習意欲の向上を図るため、いじめな

どの背景にある課題を解決し、未然に防止するための地域連携の仕組みとして「子ども支援ネ

ットワーク」を構築します。また、「子ども支援ネットワーク」構築の要となる「子ども支援

ネットワークづくり」推進教員を、実践的場面や研修会・交流会等をとおして育成します。 

 


